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地方独立行政法人くらて病院 令和６年度年度計画 

 

第１ 年度計画の期間 

  令和６年４月１日から令和７年３月 31 日までとする。 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべ

き措置 

１ 病院及び介護老人保健施設としての役割 

（１）救急医療体制の充実 

地域住民の救急医療のニーズに応えるため、近隣消防署や地域医療機関と連携し救急体制を

維持する。さらに、医療従事者の働き方改革に配慮しながらも、放射線技師および検査技師を

院内に待機させ、医師が迅速な診断が行えるようにすることで、時間外患者数及び救急搬送受

入患者数を増加させ救急車応需率の向上も図る。 

脳血管疾患や心疾患、交通外傷など、これまで受入れが難しかった疾患に対して、医師を招

聘し受入れ体制の構築を図る。 

当院で対応困難な患者に対しては近隣の高度急性期病院と連携し、迅速かつ適切な対応を行

う。 

 令和４年度実績値 令和６年度目標値 

救急搬送受入患者数 947 人 650 人 

救急車応需率 58.9％ 93.0％ 

時間外受入患者数 3,216 人 2,200 人 

 

（２）不足する医療機能の補完 

当院に常勤医師が不在で、地域で必要とされる眼科及び耳鼻咽喉科は非常勤医師による外来

診療を継続し、需要に応じた診療体制を構築する。 

小児科は、かかりつけ医として受診できる外来診療体制を継続するとともに、町内の学校や

保育園などの健診業務を担っていく。 

医師の充足については大学医局及び紹介会社等への招聘活動を継続して行い、医療機能の補

完に努める。 

 令和４年度実績値 令和６年度目標値 

眼科診療日数 半日×３回／週 半日×３回／週 

耳鼻咽喉科診療日数 半日×３回／週 半日×３回／週 

小児科診療日数 常勤 常勤 
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（３）予防医療の取り組み 

近隣住民の健康増進、健康寿命の延伸を図るために、各種検診を積極的に推進し受診者数を

増加させ、院内で開催する健康教室では、地域住民の需要に即したテーマで専門医や関係職種

により魅力ある教室の開催に努める。行政が開催する健康教室等は、必要に応じてスタッフ派

遣などを実施する。 

コロナワクチン接種をはじめとする感染症対策については町と円滑な連携関係を継続し、実

施できる体制を維持し予防医療に取り組む。 

 令和４年度実績値 令和６年度目標値 

検診受診者数 279 人 500 人 

健康教室参加者数 197 人 400 人 

 

（４）介護サービスの提供 

入所サービスでは、離床時間の拡大を図り、在宅生活に即した生活リズムを整えることで、

在宅復帰が可能となるような環境を整える。通所サービスでは、従来の通所リハビリテーショ

ン及び短時間通所リハビリテーションを継続し、利用者ニーズに沿ったリハビリテーションを

提供することで日常生活に必要な身体機能の維持・回復に努める。 

利用者増に関しては、施設相談員が中心となり、当院の地域連携室及び居宅介護支援事業所

だけでなく、近隣医療機関、居宅介護支援事業所及び関係機関と連携を図ることで、安定的な

利用者確保を図る。 

医療安全対策や感染防止対策は医療機関の取り組みと同様のものとし、常に質の向上を図る。

利用者に安全安心なサービスを提供し、在宅生活の維持や施設生活の充実を図る。 

居宅介護支援事業所では、利用者の疾病や身体機能に沿った最適なサービス計画の作成に努

め、在宅での生活が円滑に行えるサービスが提供できるよう関係者と調整を図る。 

 令和４年度実績値 令和６年度目標値 

利用者数（入所）    19,299 人 20,805 人 

利用者数（通所）    10,470 人 17,613 人 

居宅介護支援事業所利用者数 789 件 660 件 

 

（５）積極的な情報発信 

ホームページでは引き続き、医師の紹介、診療体制、当院で行うことのできる診療の内容や

技術部門及び看護部門等、患者や住民に対して病院の機能及び介護老人保健施設のサービス内

容について分かりやすく表現していく。さらに手術などの診療実績を掲載することにより、近

隣医療機関が当院の手術状況などを把握したうえで、患者の紹介ができるように取り組む。 

紙媒体でも法人独自の情報誌を今年度も２回の発刊を予定し、町の広報誌を活用した疾病予

防や健康増進に関する情報提供も継続して行う。 
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 令和４年度実績値 令和６年度目標値 

情報誌年間発刊数 １回 ２回 

 

（６）災害時における対応 

鞍手町唯一の病院として、新興感染症への対応や感染の拡大を防止する活動を行う。また、

地域の医療や介護のネットワークを通じて、災害発生時に医療救護活動ならびに福祉避難所と

して受入れができる体制を維持し、町内の他の事業所と役割分担を行い施設入居者や在宅療養

者へ迅速なサポートができるよう体制を構築する。 

 

２ 利用者本位の運営の実践 

（１）利用者中心の医療・介護の提供 

患者及び利用者の状況を的確に捉え、その家族も含めたニーズと併せて病院では主治医及び

地域連携室が、介護老人保健施設では相談員やケアマネージャが中心となり、入院入所から退

院退所まで様々な選択肢を示し利用者にとって最適な療養環境を提供する。 

また、地域連携室においては、医療、介護、福祉及び保健などの様々な相談に応じ、適切な制

度やサービスが受けられるよう情報提供を行う。 

 令和４年度実績値 令和６年度目標値 

相談件数（病院）   6,098 人 5,044 人 

相談件数（介護老人保健施設）    363 人 558 人 

 

（２）利用者の満足度の向上 

利用者満足度調査を引き続き実施する。調査結果は、サービス向上委員会が内容や改善方法

をまとめ、院内情報システムで全職員に周知する。また、患者からの要望や意見などを基に、

サービス向上委員会で協議検討し、より向上や改善すべき点を定めポスターを掲示することで

職員への啓発活動を行う。加えて、各部署でも取組目標を作成し、接遇の向上を図る。さらに、

全職員を対象とした研修会を開催し、問題点の整理や改善についての報告などを行い、実践で

活かしていく。 

患者や利用者から直接意見を伺う意見箱も引き続き設置し、様々な問題点を把握及び改善す

る。また、問題点に対しては回答や改善策を院内のわかりやすい場所に掲示することで利用者

満足度の向上につなげる。 

 令和４年度実績値 令和６年度目標値 

患者満足度調査（診療内

容） 

（入院） 75.0％ 80.0％ 

（外来） 91.0％ 80.0％ 

患者満足度調査（接遇） 
（入院） 79.0％ 80.0％ 

（外来） 79.0％ 80.0％ 

患者満足度調査（環境等） （入院） 77.0％ 90.0％ 
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（外来） 66.0％ 90.0％ 

 

３ 良質な医療・介護の提供 

（１）チーム医療の推進 

    患者に最善の医療が提供できるよう、必要職種で構成されたチームを編成し、チーム医療の

推進、多職種連携を図る。 

医療安全、院内感染及び褥瘡対策など、医療法や施設基準上に必要なチームは継続し、栄養

サポート、認知症や骨祖鬆症など患者の状態に即してアプローチするチーム活動を行い、良質

な医療及び介護の提供を行う。 

 

（２）安心安全な医療・介護サービスの提供 

安心安全な医療・介護サービスを提供するために、医療安全や感染防止についての研修会を

開催する。研修会に参加できない職員に関してもビデオ研修ができる環境を提供し、全職員が

知識を共有し、研修で得た知識、スキルを活かせるようにする。 

感染対策については、院内感染防止対策委員会を中心に、常に最新の情報をもとに各種感染

対策を迅速に啓発・徹底することで、院内感染の防止に努める。 

安全安心に寄与する研修会は院内外問わず参加を推進し得られた情報を共有することで更な

る向上を目指す。 

 令和４年度実績値 令和６年度目標値 

医療安全院内研修会の開催 10 回 12 回 

医療安全院内研修参加率 98.3％ 100.0％ 

院内感染防止対策研修会の開催 ２回 ２回 

院内感染防止対策研修会参加率 98.1％ 100.0％ 

 

（３）人材育成 

職務、職責に応じた研修会に参加できるように支援を行う。また、教育研修委員会が中心と

なり、各種認定資格等の取得支援を行う。 

幅広く実習生の受け入れを行い、後進を育成する。将来の採用候補の発掘と実習指導による

自身のスキルアップを図る。 

 

４ 地域包括ケアシステムの推進 

（１） 高次機能医療機関との迅速かつ円滑な連携 

 救急医療に関しては、新型コロナウイルスが終息に向かっていることから、今後はより多く

の受入れができることが予測され、まずは断らない診療体制の構築に向けて努力する。受入れ

後の診断結果により、当院での治療の継続が難しい患者については、近隣の大学病院や高次機

能医療機関と連携を図り、迅速に対応できる体制を維持する。 
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大学病院や近隣高次機能医療機関からの患者の受け入れは、地域連携室を中心に円滑な受け

入れを行う。 

 

（２）地域との連携・訪問の推進 

行政、近隣の医療機関、介護事業所及び関連団体と連携・協力し、病院が有する人材、環境及

び医療機器等の診療機能を効果的に活用し、病診連携の更なる強化を図る。 

近隣の医療や介護の従事者に対して、専門的な知見から様々な情報提供することで地域全体

のレベルアップを図る。町内の医療・介護従事者や行政機関などと連携を円滑に進めるための

ツールを構築して、地域の住民が安心した生活が送れるような体制を構築する。 

在宅サービスにおいては、法人の訪問看護ステーションが中心となり、病院や近隣医療機関

と連絡調整を行い、24 時間 365 日在宅でも安心して医療・介護の提供が受けられ、急変時には

くらて病院で円滑に受診できる体制を整え、地域住民の健康維持をサポートする。 

 令和４年度実績値 令和６年度目標値 

紹介率（全体） 31.8％ 38.3％ 

紹介件数（町内医療機関） 492 件 440 件 

逆紹介率（全体） 18.5％ 30.0％ 

逆紹介件数（町内医療機関） 154 件 220 件 

訪問看護ステーション利用者数 78 人 76 人 

訪問看護ステーション延べ利用件数 3,061 回 2,964 回 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 運営管理体制の確立 

（１）運営管理体制の確立 

地域の医療・介護需要を的確に把握し、柔軟な対応ができるよう、院内の理事による会議を

月２回開催し、問題点や改善策を協議し、迅速に対応していく。 

中期計画の最終年度であり、年度計画達成に向け、進捗状況を把握し、その状況を毎月開催

される運営会議で定期的に報告を実施する。 

 

（２）職員参画意識の高揚 

法人が作成する中期計画や年度計画を全職員に周知する。また、経営状況については、毎月

の運営会議で報告するとともに常時閲覧できる環境とし、常に全職員が経営に参画できる体制

とする。 

現場の意見や要望を早期に受け取れるよう、院内システムにおいて提案できる仕組みとし、

その意見や要望を理事会や関係部署で協議し、実施可能なものは早急に取り入れ業務への反映

を行う。 

人事評価制度については、上席者との面談を通して自己評価と他者評価を客観的に認識する

ことが可能になり、職員個々の更なるスキルアップを推進していく。 
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（３）職場環境の充実 

安全衛生委員会にて、毎月各部署の休職者や就労状況を把握し、就労環境の改善につなげ

る。ストレスチェックの結果や過重労働者に対して希望者には産業医との面談を促し、職員の

メンタルヘルス対策を積極的に取り組むことで、超過勤務時間数の削減、休職及び離職率を抑

制する。 

さらに、職員満足度調査を実施し、その内容を分析し、働きやすく、働き甲斐のある職場環

境の充実を図る。 

 令和４年度実績値 令和６年度目標値 

離職率    7.4％    8.0％ 

超過勤務時間 15,177 時間 8,000 時間 

職員満足度調査 43% 85％ 

 

（４）適切かつ弾力的な人員配置 

    診療報酬や介護報酬の改定に迅速に対応できるよう、また、良質で安全安心な医療及び介護

を提供するための、各職種必要な常勤数を定め、計画的な運営を行う。 

一次的に繁忙である部署には他部署からサポートを行い、また繁忙な時間帯などには時差出

勤を行うことなどで適切な配置を行い負担の軽減を図る。医師や看護師の業務についても負担

軽減のため、他職種でも業務がサポートできるように業務分担を図り、適切かつ弾力的な人員

配置を目指す。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 経営基盤の強化 

（１）収支の適正化 

収入では各科の診療状況の分析を行い、その情報を基に診療報酬及び介護報酬の改定に迅速

に対応し、より上位の報酬が算定できるよう取り組み、収入の増加につなげていく。また、自

院からの予定入院患者や他院からの受け入れ患者の状況を毎日行う病床会議で情報の一元化を

図り、適切なベッドコントロールを行うことで病床利用率の向上を行う。診療科ごとの目標設

定を行い、達成状況を分析し各医師に提示することで、収入の安定確保に努める。また、今年

度は、泌尿器科、循環器内科、整形外科及び麻酔科等の医師が増員となり、受け持ち患者数や

手術件数の増加を図り更なる収入の確保に努める。 

支出では、材料費ではベンチマークを利用すると共に納入業者数を絞ることでスケールメリ

ットを活かした購入を行い支出の節減を図る。 

医療材料や薬剤の購入は医療材料委員会や薬事審議会等で協議したうえで、適正な購入を進

める。またベンチマークシステム等の情報収集を行い、医療材料の金額の相場を把握し、適正

な金額で購入できるようにする。保守に関しては複数年契約や複合契約などにより、支出の節
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減に努める。 

 

 

 令和４年度実績値 令和６年度目標値 

入院単価（一般病床） 36,780 円／日 36,236 円／日 

病床稼働率 76.8％ 87.8％ 

外来単価 11,083 円／日 10,191 円／日 

平均外来患者数 ※1 245.8 人／日 255.0 人／日 

居室稼働率（老健入所） 88.1％ 95.0％ 

平均通所者数（老健通所） 34.9 人／日 57.0 人／日 

経常収支比率 93.3％ 96.0％ 

職員給与比率 ※2 61.6％ 62.9％ 

※1 予防接種、検診受診者数を除く。 

※2 収入に対する職員給与費の割合 

一日平均患者数                         （単位：人） 

 入院（一般） 外来 

 令和４年度実績 令和６年度目標 令和４年度実績 令和６年度目標 

呼吸器内科 19.5 14.7 20.0 20.0 

消化器内科 0.1 8.5 10.1 14.0 

循環器内科 12.1 8.5 25.0 20.0 

腎臓・透析 0.2 5.0 28.6 25.0 

神経内科 2.3 2.0 9.6 8.0 

糖尿病内科 0.0 5.0 6.4 15.0 

内科 1.6 0.0 14.4 15.0 

外科 11.0 12.0 12.7 15.0 

整形外科 16.0 20.0 52.9 60.0 

皮膚形成外科 1.6 3.0 17.6 10.0 

脳外科 0 4.0 3.7 15.0 

泌尿器 5.0 3.0 13.8 10.0 

小児科 - － 6.8 5.0 

眼科 - － 12.2 18.0 

耳鼻咽喉科 - － 6.3 5.0 

 

（２）役割と費用負担の明確化 

 診療科を充実させ地域に不足する医療機能の補完や住民ニーズに即した医療及び介護の継続
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的な提供に努め、救急から在宅までの多様な範囲を網羅する医療サービスの提供を目指す。町

内唯一の病院としての役割と経営の健全化が両立できるよう、地域の医療及び介護ニーズを的

確に捉え、取り組むべき課題を明確にした運営を行う。 

なお、政策的な医療及び介護の取り組みに関する運営負担金の繰入については個別に検討を

行い、基準以外の受入を発生させることのないよう効率的な法人経営に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【運営費負担金の見積】 

運営費負担金については、総務省が発出する「地方公営企業繰出金につい

て」（総務省副大臣通知）に準じ算定した額とする。 

また、長期借入金等元利償還金に充当される運営費負担金については、経

常費助成のための運営費負担金とする。 
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２ 予算 （令和６年度） 

                                    (単位：千円) 

区   分 金  額 

収入   

営業収益  3,635,320 

医業収益 3,074,657 

介護老人保健施設事業収益 337,938 

運営費負担金収益 221,525 

その他営業収益 1,200 

営業外収益  14,250 

運営費負担金収益 9,250 

医業営業外収益 2,000 

介護老人保健施設営業外収益 3,000 

一般管理営業外収益 0 

資本収入  163,889 

運営費負担金収益 113,889 

長期借入金 50,000 

その他資本収入 0 

その他収入 0 

計 3,813,459 

支出   

営業費用  3,389,961 

医業費用  2,863,670 

給与費 2,098,787 

材料費  314,564 

経費 445,319 

研究研修費 5,000 

介護老人保健施

設営業費用 

 316,427 

給与費 201,566 

材料費 30,414 

経費 84,346 

研究研修費 100 

一般管理費  209,863 

給与費 67,399 

経費 142,464 

営業外費用  29,017 

医業営業外費用 26,017 

介護老人保健施設営業外費用 0 

一般管理営業外費用 3,000 

資本支出  348,338 

建設改良費 50,000 

償還金 298,338 

その他資本支出 0 

その他の支出 0 

計 3,767,316 
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３ 収支計画 （令和６年度） 

(単位：千円) 

区   分 金  額 

収益の部  3,766,152 

営業収益  3,751,902 

医業収益 3,074,657 

介護老人保健施設事業収益 337,938 

運営費負担金収益 221,525 

資産見返運営費負担金戻入 113,889 

資産見返補助金戻入 2,693 

資産見返物品受贈額戻入 0 

その他営業収益 1,200 

営業外収益  14,250 

運営費負担金収益 9,250 

医業営業外収益 3,000 

介護老人保健施設営業外収益 0 

一般管理営業外収益 2,000 

臨時利益 0 

費用の部  3,925,520 

営業費用  3,896,503 

医業費用  3,332,320 

給与費 2,098,787 

材料費 314,564 

経費 445,319 

減価償却費 468,650 

研究研修費 5,000 

介護老人保健施

設営業費用 

 335,248 

給与費 201,566 

材料費 30,414 

経費 84,346 

減価償却費 18,821 

研究研修費  100 

一般管理費  228,934 

給与費 67,399 

経費 161,536 

営業外費用  29,017 

医業営業外費用 26,017 

介護老人保健施設営業外費用 0 

一般管理営業外費用 3,000 

臨時損失 0 

純損失 159,368 

目的積立金取崩額 0 

総損失 159,368 
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４ 資金計画 （令和６年度） 

(単位：千円) 

区   分 金  額 

資金収入  4,708,305 

業務活動による収支  3,649,570 

診療業務による収入 3,074,657 

介護業務による収入 342,938 

運営費負担金による収入 230,775 

その他の業務活動による収入 1,200 

投資活動による収入  0 

運営費負担金による収入 0 

その他の投資活動による収入 0 

財務活動による収入  163,889 

長期借入れによる収入 50,000 

その他の財務活動による収入 113,889 

前事業年度よりの繰越金 894,846 

資金支出  4,708,305 

業務活動による支出  3,418,977 

給与費支出 2,098,787 

材料費支出 314,564 

その他の業務活動による支出 1,005,626 

投資活動による支出  50,000 

有形固定資産の取得による支出 50,000 

その他の投資活動による支出 0 

財務活動による支出  298,338 

長期借入金の返済による支出 26,017 

移行前地方債償還債務による支

出 

272,321 

その他の財務活動による支出 0 

次期中期目標の期間への繰越金 940,989 

 

 

 

第５ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

３００百万円とする。 

 

 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な支出への対応や賞与の支給等一時的

な資金不足への対応を想定している。 
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第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、

当該財産の処分に関する計画 

  現病院の敷地等については、法第４２条の２の規定により設立団体である鞍手町と協議のうえ、

令和６年度以降に納付等を行う。 

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

  なし 

 

第８ 剰余金の使途 

計画期間中の毎事業年度の決算において剰余を生じた場合は、施設・設備の整備・改修、医療

機器等の購入、借入金の償還、人材確保事業及び人材育成事業の充実に充てる。 

 

第９ 料金に関する事項 

１ 使用料等  

（１）法人の施設を利用する者からは、診療料金及びその他諸料金を徴収する。  

（２）診療料金及びその他諸料金の額は、診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59

号）、入院時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療養費に係る生活療養の費用の額の算

定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第99号）、後期高齢者医療の食事療養標準負担額及

び生活療養標準負担額（平成19年厚生労働省告示第395号）、指定居宅サービスに要する費用

の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）、指定施設サービス等に要する費用の

額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第21号）及び指定介護予防サービスに要する費用

の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第127号）の規定により算定した額とす

る。  

（３）前項の規定によらない使用料及び手数料は、理事長が別に定める。  

（４）前２項の規定により難い診療料金及びその他諸料金の額は、理事長が別に定める。  

（５）既に納めた診療料等については、返還しない。ただし、理事長が特別の理由があると認める

ときは、この限りでない。  

 

２ 使用料等の減免  

理事長は、特別な理由があると認めるときは、別に定めるところにより使用料及び手数料を減

免することができる。 
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第１０ その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

地方独立行政法人くらて病院の業務運営等に関する規則（平成 24 年鞍手町規則第 19 号）第６

条に定める事項 

 

（１）施設及び設備に関する計画（令和６年度） 

 （単位：千円） 

  予定額 

施設・設備の整備 0 

医療機器等の整備・更新 130,000 

 

（２）法第 40 条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関す

る計画 

前期中期目標期間繰越積立金については、施設・設備の整備・改修、医療機器等の購入、借入

金の償還、人材確保事業及び人材育成事業の充実に充てる。 

 

（３）前各号に掲げるもののほか、法人の業務運営に関し必要な事項 

ア．国民健康保険診療施設の役割 

鞍手町国民健康保険直営診療施設としての役割を引き継ぎ、被保険者へ適切な医療

を提供する。検診の促進、疾病予防等健康増進事業にも取り組む。またジェネリック医

薬品の採用促進などにも努め、国民健康保険医療費適正化に寄与する。 

 

イ．介護施設及び整備に関する計画 

    建設後 22 年が経過した老健棟や診療所、新規及び更新医療機器の整備においては、

計画に沿って行う。 

 

ウ．地域医療の充実と健全経営の両立 

    福岡県が定める「地域医療構想」及び「地方独立行政法人くらて病院整備基本構想」

に則り、地域住民が安全安心に生活できるように診療機能の充実及び良質な医療・介

護の提供を行っていく。 

 


